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後期高齢者医療における認知症
をめぐる課題
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75歳以上の要介護認定者数は？
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介護保険事業状況報告（暫定）（平成１８年４月分）

N=4,348千人

3,508千人
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平成18年における認知症高齢者の年齢階級別
の有病率

1.9
4.5

8.8

18.1

33.9

0

5

10

15

20

25

30

35

40

65-69 70-74 75-79 80-84 85+

（大塚、2001の推計をもとに作成）
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平均7.8％
468千人

641千人

1,025千人

75歳以上では2,134千人

平成18年の人口は総務省統計局人口推計月報平成18年５月確定値を使用

65歳以上：26.021千人、75歳以上：11,885千人

65歳以上の高齢者がいる８世帯に１人
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７５歳以上の高齢者のなかで、仮に認知症
の疑いがある人が２００万人としても、そ
のうち何人が適切に診断され、治療され、
対応されているのか。この数字はない。

６５歳以上の認知症の原因のおよそ７割が
治療可能であり、認知症の人たちは自ら医
療機関を受診することが稀であることを考
えれば、このことの意味は大きい。
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認知症のステージに即した取り組み

後期段階

初期段階

中期段階

前駆段階

認知症になっても安心して暮らせるまち作り

認知症サポート医養成研修

かかりつけ医認知症対応力向上研修

認知症ケアの質の向上

身体拘束の廃止

認知症介護研究・研修センターの運営

認知症ケア学会：認知症ケア専門士

ターミナルケアの充実

地域支援事業の認知症予防・支援
認知症早期サービス等推進事業

一貫した医療的関わりが必要

認知症の医療ではケアを切り
離すことができない

一貫した医療の関わりがなければ、ステージに即した適切なケアを提供できない
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認知症に伴う身体合併症の割合は？
（治療を受けている疾患、10%以上の疾患を示す）
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1995年東京都全域を対象とし
た専門調査結果から、149万人
から4343を無作為抽出し、
123人が認知症と診断
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認知症の症状を修飾する要因

身体疾患

心・肺・
脳血管障害
栄養不良など

脳の機能低下

心理的状態

うつ状態
依存
退行
心気
不安など

環境・ケア

認知症の人
の日常生活
でみられる
種々の変化

アルツハイマー
型認知症：神経
細胞の脱落

血管性認知症：
脳梗塞・脳出血

（Wang, 1974)
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認知症を支えるための課題
認知症疾患の早期発見・対応の遅れ
かかりつけ医の役割と専門医との関係
医療と福祉（地域）の連携
長期療養と終末期医療
認知症ケアの共有化
ごく軽度の認知症への対応
周辺症状に対する抗精神病薬の適応外の問題
認知症の身体合併症の問題：「周辺症状のために一般病棟で
は管理できないと治療を拒否されること」
認知症の救急医療：「身体科救急と精神科救急の狭間に陥る
こと」
認知症の医療同意を得るための法的整備の欠如
教育プログラムの標準化
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閉じこもり防止プログラム事業所、
介護サービス事業所、ケアマネ
ジャー など

•早期段階での発
見・気づき

•専門医療機関
への受診誘導

•一般患者として
日常的な身体疾
患対応、健康管
理

•家族の介護負
担、不安への理
解

•地域の認知症
介護サービス諸
機関との連携
等

（主任ケアマネジャー・保健師・
社会福祉士）

•閉じこもり防止のための
各種プログラムやアクティ
ビティへのつなぎ

•身寄りのない世帯等への
見守り体制づくり

鑑別診断やBPSD
（周辺症状）への
対応

かかりつけ医
へのアドバイ
ス・相談相手

かかりつけ医が参画した早期からの認知症高齢者支援体制

本人

連携

かかりつけ医
のサポート医各都道府県・政令指定都市

に、研修の企画立案等を担
当する医師（数名程度）

かかりつけ医認知症対応力向
上研修（県又は医師会が委託
を受け開催）

企画・立案

連携

連携

か

か

り

つ

け

医

地

域

医

師

会

専門医療機関

広域調整や連携づくりの協力

都 道 府 県

市 町 村

運営協議会

地域医師会も
参画

直営又
は委託

運営支援
・評価

ケアマネ・
介 護 職 等

可能な範囲
でアドバイス

身体合併症への対
応が欠如。対応が
保障されていなけ
れば居宅で介護は
できない
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精神科救急にみる認知症の課題
（都立豊島病院の例）

1999年10月1日～2002年6月30日：1,385人

65歳以上の高齢者：69人（4.98%）

75歳以上の高齢者：19人（1.37%）

24条通報：警察官は・・・異常な挙動その他周囲の状況から判断して、
精神障害のため自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれがあると認
められる者を発見したときは、直ちに、その旨を。・・・通報しなけ
ればならない。

「精神障害のため自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれ」とは都道府県知
事による強制入院である措置入院の案文に対応し、精神障害が重度で差し迫っ
た緊急性のあることを意味する。精神科救急で高齢者の比率が５％と低い印象
があるが、警察官に保護されたほどの激しい精神症状を示し、緊急性の高い患
者であることに注意を要する。
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認知症高齢者を対象とした医療行為における
同意判断

特別養護老人ホーム利用者で身寄りがない場合
(N=643)
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摘出すれば予後が良好な胃癌の手術

胃癌が疑われる時の内視鏡検査

予防接種

急な発熱に対する抗生剤の注射

内服薬の処方

本人が拒否しないならば医師の裁量で決める

ホームの責任者等の同意を得る

その他



12

家族の有無による治療方針への影響は

57%

43% 対象：
643人の
医師

あり

認知症では家
族の有無に
よって受ける
ことができる
医療の内容が
異なることが
あり得る

(Arai & Homma, 2005)
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後期高齢者医療を考える上では認
知症の医療を無視できない

その前提として適切な医療を受け
るための環境が整っていない

認知症をめぐる医療、換言すれば75歳以上の高齢者の医療に

関する最大の課題は、認知症による判断能力が低下した、あ
るいは欠如した場合に、本人の意思をどのように確認するこ
とができるかということである。医療同意をどのようにすれ
ば得ることができるかについての論議が進んでいない。


